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コイルの対 向面沿 いの方 向にお ける給 電 コイル と受電 コイル との間の位置 ずれ量が充電可能範 囲 内に
ある状態 にて、給電 コイルの最外周 ワイヤか ら受電 コイルの最外周 ワイヤ までの最短距離 が、給 電 コィ
ルの最外周 ワイヤか ら金属 フ レーム までの最短距離 よ リも短 くな るよ うに、金属 フ レームが受電 コイル
よ り離 間 して配置 され て い る。 したが って、給 電 コイル と受電 コイル との 間に位置ずれが生 じるよ うな
場合 で あって も、位置ずれ量が充電可能範 囲内に あれ ば、金属 フ レームが誘導加 熱 され る ことを防止 で
き、加熱 され る ことによる危 険防止 を図れ る。



明 細 書

発明の名称 ：非接触充電装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えば電気自動車やプラグィンハイプ リッ ド車のような電気推

進車両等、電力により移動する移動体の充電に用い られる非接触充電装置に

関する。

背景技術

[0002] 図 9 は、従来の非接触充電装置 1 0 6 の構成 を示す模式図である。図 9 に

おいて、地上側の電源盤の電源 1 0 9 に接続 された非接触給電装置 （1 次側

) F が、電気推進車両に搭載 された受電装置 （2 次側） G に対 し、給電時に

おいて、物理的接続な しに空隙空間であるエアギャップを介 して対向するよ

う配置される。 このような配置状態で、給電装置 F に備わる 1 次 コイル 1 0

7 (給電コイル）に交流電流が与え られ磁束が形成 されると、受電装置 G に

備わる 2 次 コイル 1 0 8 (受電コイル）に誘導起電力が生 じ、 これによつて

、 1 次 コイル 1 0 7 か ら2 次 コイル 1 0 8 へ と電力が非接触で伝達される。

[0003] 受電装置 G は、例えば車載バ ッテ リー 1 1 0 に接続 され、上述 したように

して伝達された電力が車載バ ッテ リー 1 1 0 に充電される。 このバ ッテ リー

1 0 に蓄積 された電力により車載のモータ 1 1 1 が駆動される。なお、非

接触給電処理の間、給電装置 F と受電装置 G との間では、例えば無線通信装

置 1 1 2 により必要な情報交換が行われる。

[0004] 図 1 0 は、給電装置 F および受電装置 G の内部構造を示す模式図である。

特 に、図 1 0 ( a ) は、給電装置 F を上方か ら、 また、受電装置 G を下方か

ら見たときの内部構造を示す模式図である。図 1 0 ( b ) は、給電装置 F お

よび受電装置 G を側方か ら見たときの内部構造を示す模式図である。なお、

図 1 0 では、給電装置 F の各構成 に対応する受電装置 G の各構成の参照符号

を括弧書 きにて示 している。

[0005] 図 1 0 において、給電装置 F は、 1 次 コイル 1 0 7 、 1 次磁心 コア 1 1 3



、背板 1 1 5 、およびカバ一 1 1 6 等を備える。受電装置Gは、簡単に述べ

ると、給電装置 F と対称的な構造を有 しており、 2 次コイル 1 0 8 、 2 次磁

心コア 1 1 4 、背板 1 1 5 、カバ一 1 1 6 等を備え、 1次コイル 1 0 7 と 1

次磁心コア 1 1 3 の表面、および 2 次コイル 1 0 8 と2 次磁心コア 1 1 4 の

表面は、それぞれ、発泡材 1 1 8 が混入されたモール ド樹脂 1 1 7 にて被覆

固定されている。

[0006] ここで、このような従来の給電装置 F の 1次コイル 1 0 7 と、受電装置G

の 2 次コイル 1 0 8 との関係について、図 1 1 の模式図を用いて説明する。

図 1 1 ( a ) に示すように、 1次コイル 1 0 7 および 2 次コイル 1 0 8 は、

複数の素線が束ねられたリッッワイヤ 1 2 1、 1 2 2 がスパイラル状に巻き

回されて形成されている。地上側の給電装置 F の 1次コイル 1 0 7 は、車両

が所定の駐車スペースに駐車された状態にて、車両に搭載された受電装置G

の 2 次コイル 1 0 8 と対向するように配置されている。図 1 1 ( a ) に示す

ように、 1次コイリレ1 0 7 と2 次コイリレ1 0 8 とが対向されて広範囲にわた

つて鎖交されることにより、非接触での電力電送が行われる。

[0007] また、電気推進車両においては、車両下部に搭載された受電装置Gの 2 次

コイル 1 0 8 が他の物体に衝突 して損傷することを防止するために、 2 次コ

ィル 1 0 8 の側方周囲を囲むように、剛性を有する金属により形成された金

属フレーム 1 2 8 を設けることが考えられる。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：特開 2 0 0 8 _ 8 7 7 3 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] しか しながら、図 1 1 ( b ) に示すように、駐車スペースに対 して車両が

位置ずれ して駐車された場合には、給電装置 F と受電装置G との間に位置ず

れS が生 じる。このような場合、給電装置 F の 1次コイル 1 0 7 の最外周の



ワイヤ 1 2 1 か ら受電装置 G の 2 次 コイル 1 0 8 の最外周 の ワイヤ 1 2 2 ま

での最短距離 L が、 1 次 コイル 1 0 7 の最外周 の ワイヤ 1 2 か ら受電装

置 G の金属 フ レー ム 1 2 8 までの最短距離 L 2 よ りも長 くな る場合 があ る。

位置 ずれ S が生 じた状態 にて電力給 電が行われ る と、金属 フ レー ム 1 2 8 が

1 次 コイル 1 0 7 か ら発生す る磁 界 と結合 し誘導加熱 されて、金属 フ レー ム

2 8 が温度上昇 す る。 電気推進車両 の乗員な どが誤 って金属 フ レー ム 1 2

8 に触 れて しまうと、温度上昇 の程度 によ っては火傷 な どの危険が伴 う可能

性 があ る。

[001 0] また、 図 1 2 ( a ) に示 す よ うに、非接触 充電装置 1 0 6 には、 1 次 コィ

ル 1 0 7 と 2 次 コイル 1 0 8 との間の相対 的な位置 ずれ量 を検 出す る位置検

出手段 1 3 0 が設 け られている場合 があ る。 この位置検 出手段 1 3 0 と して

は、例 えば、給 電装置 F と受電装置 G とに互 いに対 向配置 された一対 の位置

検 出セ ンサ 1 3 1 、 1 3 2 が用 い られ る。 受電装置 G においては、位置検 出

セ ンサ 1 3 2 を保護 す るため に、 2 次 コイル 1 0 8 と金属 フ レーム 1 2 8 と

の間 に配置 され る。

[001 1] しか しなが ら、 図 1 2 ( b ) に示 す よ うに、給 電装置 F と受電装置 G との

間 に位置 ずれが生 じた場合、給 電装置 F の 1 次 コイル 1 0 7 の最外周 の ワイ

ャ 1 2 1 か ら受電装置 G の 2 次 コイル 1 0 8 の最外周 の ワイヤ 1 2 2 までの

最短距離 し が、 1 次 コイル 1 0 7 の最外周 の ワイヤ 1 2 か ら受電装置 G

の位置検 出セ ンサ 1 3 までの最短距離 L 3 よ りも長 くな る場合 があ る。位

置検 出セ ンサ 1 3 2 には、無線通信 のための ア ンテナな どの金属部 品が用 い

られている ことが多 く、 この よ うな位置 ずれが生 じた状態 にて電力給 電が行

われ る と、位置検 出セ ンサ 1 3 2 について も誘導加熱 が行われ、位置検 出セ

ンサ 1 3 2 が損傷 す るおそれがあ る。

[001 2] 従 って、本発 明の 目的は、上記課題 を解決 す る ことにあ って、給 電装置 と

受電装置 との間の位置 ずれが生 じた場合 であ つて も、 受電装置 に備 え られ る

金属 フ レー ム な どの金属部 品が誘導加熱 されないよ うな非接触 充電装置 を提

供 す る ことにあ る。



課題を解決するための手段

[001 3] 上記 目的を達成 するため に、本発明は以下のように構成 する。

[0014] 本発明の一の態様 にかかる非接触充電装置 は、入力 された交流電流 によ り

磁束 を発生する給電 コイル を有 する給電装置 と、移動体 に搭載 された受電 コ

ィル を有 する受電装置 と、 を備 え、給電 コイル と該給電 コイル に対向 して位

置決め された状態の受電 コイル との間の電磁誘導 によって電力 を供給 する非

接触充電装置であ って、受電装置 は、受電 コイルの側方周囲に配置 され、移

動体 に固定 された金属 フ レームを有 し、 コイルの対向面沿 いの方向における

給電 コイル と受電 コイル との間の位置ずれ量が充電可能範 囲内にある状態 に

て、給電 コイルの最外周 ワイヤか ら受電 コイルの最外周 ワイヤ までの最短距

離 が、給電 コイルの最外周 ワイヤか ら金属 フ レーム までの最短距離 よ りも短

くなるように、金属 フ レームが受電 コイル よ り離 間 して配置 されている。

[001 5] また、本発明の別の態様 にかかる非接触充電装置 は、入力 された交流電流

によ り磁束 を発生する給電 コイル を有 する給電装置 と、移動体 に搭載 された

受電 コイル を有 する受電装置 と、 を備 え、給電 コイル と該給電 コイル に対向

して位置決め された状態の受電 コイル との間の電磁誘導 によって電力 を供給

する非接触充電装置であ って、受電装置 は、受電 コイルの側方周囲に配置 さ

れ、移動体 に固定 された金属 フ レーム と、給電装置 に対する受電装置の相対

的な位置 を検 出する位置検 出セ ンサ とを備 え、給電 コイルか ら受電 コイルへ

の電力供給 による充電動作 を制御 する制御装置 を備 え、制御装置 は、給電 コ

ィルの最外周 ワイヤか ら受電 コィルの最外周 ワイヤ までの最短距離 が、給電

コイルの最外周 ワイヤか ら金属 フ レーム までの最短距離 よ りも短 くなるよう

な コィルの対向面沿 いの方向における給電 コイル と受電 コィル との間の位置

ずれ量 を充電可能範 囲の情報 と して有 し、位置検 出セ ンサ によ り検 出された

位置ずれ量 を充電可能範 囲の情報 と比較 して、位置ずれ量が充電可能範 囲を

超 えていると判断 した場合 に、電力給電 を開始 しないように充電動作 を制御

する。

発明の効果



[00 16 ] 本発明によれば、 コイルの対向面沿いの方向における給電 コイル と受電 コ

ィル との間の位置ずれ量が充電可能範囲内にある状態 にて、給電 コイルの最

外周 ワイヤか ら受電 コィルの最外周 ワイヤまでの最短距離が、給電 コィルの

最外周 ワイヤか ら金属 フ レームまでの最短距離 よ りも短 くなるように、金属

フ レームが受電 コイル よ り離間 して配置 されている。 したが って、給電 コィ

ル と受電 コイル との間に位置ずれが生 じるような場合であ つても、位置ずれ

量が充電可能範囲内にあれば、金属 フ レームが誘導加熱 されることを防止で

き、加熱 されることによる危険防止を図れる。

[00 17 ] また、 このような充電可能範囲の情報 を制御装置 に保持 させておき、検 出

された位置ずれ量が充電可能範囲を超 えている場合 に、充電動作 を開始 しな

いように制御することで、金属 フ レームが誘導加熱 されることを防止で きる

図面の簡単な説明

[00 18 ] [ 図 1 ] 本発明の実施の形態 1 にかかる非接触充電装置のプロック図

[ 図 2 ] 図 1 の非接触充電装置の外観図

[ 図 3 ] 図 1 の非接触充電装置の外観図

[ 図4 ] 給電装置および受電装置の断面図 （位置ずれ無 し、位置ずれ有 り）

[ 図 5 ] リッッワイヤの断面図

[ 図 6 ] 位置ずれ許容範囲の平面図

[ 図7 ] 本発明の実施の形態 2 にかかる非接触充電装置の給電装置および受電装

置の断面図 （位置ずれ無 し、位置ずれ有 り）

[ 図 8 ] 充電動作の開始手順のフローチ ヤ一 卜

[ 図 9 ] 従来の非接触電力伝送 シ ステ ム の構成 を示す模式図

[ 図 10 ] 図 9 の給電装置 （受電装置）に対向 して配置 される受電装置 （給電装

置）の 内部構造 を示す図

[ 図 1 1 ] 図 9 の給電装置および受電装置の断面図

[ 図 12 ] 従来の別の給電装置および受電装置の断面図

発明を実施するための形態



[001 9] 本発明の一の態様 にかかる非接触充電装置は、入力された交流電流により

磁束を発生する給電コイルを有する給電装置 と、移動体に搭載 された受電コ

ィルを有する受電装置 と、 を備え、給電コイル と該給電コイルに対向 して位

置決めされた状態の受電コイル との間の電磁誘導 によって電力を供給する非

接触充電装置であって、受電装置は、受電コイルの側方周囲に配置され、移

動体に固定された金属 フレームを有 し、 コイルの対向面沿いの方向における

給電コイル と受電コイル との間の位置ずれ量が充電可能範囲内にある状態に

て、給電コイルの最外周 ワイヤか ら受電コイルの最外周 ワイヤまでの最短距

離が、給電コイルの最外周 ワイヤか ら金属 フレームまでの最短距離 よりも短

くなるように、金属 フレームが受電コイルより離間 して配置されている。

[0020] このような構成 によれば、給電コイル と受電コイル との間の位置ずれ量が

充電可能範囲内にあることを確認 した上で充電動作を実施すれば、金属 フレ

—厶などの金属部品が予期せずに誘導加熱されることを防止でき、安全性 を

高めることができる。

[0021 ] また、受電装置は、受電コイルの側方周囲にて金属 フレームとの間に配置

され、給電装置に対する受電装置の相対的な位置を検出する位置検出センサ

をさらに有 し、位置ずれ量が充電可能範囲内にある状態にて、給電コイルの

最外周 ワイヤか ら受電コィルの最外周 ワイヤまでの最短距離が、給電コイル

の最外周 ワイヤか ら位置検出センサまでの最短距離 よりも短 くなるように、

位置検出センサが受電コイルより離間 して配置されているように しても良い

[0022] これにより、金属 フレームに加えて位置検出センサについても誘導加熱さ

れることを防止できる。

[0023] また、本発明の別の態様 にかかる非接触充電装置は、入力された交流電流

により磁束を発生する給電コイルを有する給電装置 と、移動体に搭載 された

受電コイルを有する受電装置 と、 を備え、給電コイル と該給電コイルに対向

して位置決めされた状態の受電コイル との間の電磁誘導 によって電力を供給

する非接触充電装置であって、受電装置は、受電コイルの側方周囲に配置さ



れ、移動体に固定された金属フレームと、給電装置に対する受電装置の相対

的な位置を検出する位置検出センサとを備え、給電コイルから受電コイルへ

の電力供給による充電動作を制御する制御装置を備え、制御装置は、給電コ

ィルの最外周ワイヤから受電コィルの最外周ワイヤまでの最短距離が、給電

コイルの最外周ワイヤから金属フレームまでの最短距離よりも短くなるよう

なコィルの対向面沿いの方向における給電コイルと受電コィルとの間の位置

ずれ量を充電可能範囲の情報として有し、位置検出センサにより検出された

位置ずれ量を充電可能範囲の情報と比較して、位置ずれ量が充電可能範囲を

超えていると判断した場合に、電力給電を開始しないように充電動作を制御

する。

[0024] このような構成によれば、給電コイルと受電コイルとの間の位置ずれ量が

充電可能範囲内にあることを確認した上で充電動作を開始しているため、金

属フレームなどの金属部品が予期せずに誘導加熱されることを防止でき、安

全性を高めることができる。

[0025] また、位置検出センサは、受電コイルの側方周囲にて金属フレームとの間

に配置され、制御装置は、充電可能範囲の情報として、給電コイルの最外周

ワイヤから受電コィルの最外周ワイヤまでの最短距離が、給電コィルの最外

周ワイヤから位置検出センサまでの最短距離よりも短くなるようなコイルの

対向面沿いの方向における給電コイルと受電コィルとの間の位置ずれ量の情

報を有し、位置検出センサにより検出された位置ずれ量を充電可能範囲の情

報と比較して、位置ずれ量が充電可能範囲を超えていると判断した場合に、

電力給電を開始しないように充電動作を制御するようにしても良い。

[0026] これにより、金属フレームに加えて位置検出センサについても誘導加熱さ

れることを防止できる。

[0027] (実施の形態 1 )

以下、本発明の実施の形態 1 について、図面を参照しながら説明する。な

お、この実施の形態によって本発明が限定されるものではない。

[0028] 図 1は、本発明に係る非接触充電装置のプロック図である。また、図2 お



よび図 3 は車両 （例えば、電気推進車両 （車体）などの移動体の一例）が駐

車スペースに設置された状態の外観図である。図 1 、図 2 および図 3 に示さ

れるように、非接触充電装置は、例えば駐車スペースに設置される給電装置

(非接触給電装置） 2 と、例えば電気推進車両に搭載 される受電装置 （非接

触受電装置） 4 とで構成 される。

[0029] 給電装置 2 は、商用電源 6 に接続 される 1 次側整流回路 8 と、インバ一タ

咅 0 と、地上側 コイルユニ ッ ト （1 次 コイルユニ ッ トまたは給電コイルュ

ニ ッ ト） 1 2 と、制御部 （例えば、マイクロコンピュータ） 1 6 とを備え、

1 次側整流回路 8 とインバ一タ部 1 0 とで電力制御装置 1 7 を構成 している

。一方、受電装置 4 は、車両側 コイルユニ ッ ト （2 次 コイルユニ ッ トまたは

受電コイルユニ ッ ト） 1 8 と、 2 次側整流回路 2 0 と、バ ッテ リー （負荷）

2 2 と、制御部 （例えば、マイクロコンピュータ） 2 4 とを備えている。

[0030] 給電装置 2 において、商用電源 6 は、低周波交流電源である 2 0 0 V 商用

電源であ り、 1 次側整流回路 8 の入力端 に接続 され、 1 次側整流回路 8 の出

力端はインバ一タ部 1 0 の入力端 に接続 され、インバ一タ部 1 0 の出力端は

地上側 コイルユニ ッ ト1 2 に接続 されている。一方、受電装置 4 においては

、車両側 コイルユニ ッ ト1 8 の出力端は 2 次側整流回路 2 0 の入力端 に接続

され、 2 次側整流回路 2 0 の出力端はバ ッテ リー 2 2 に接続 されている。

[0031 ] また、地上側 コイルユニ ッ ト1 2 は地上に敷設され、 1 次側整流回路 8 は

、例えば地上側 コイルユニ ッ ト1 2 か ら所定距離だけ離隔 した位置に立設さ

れる （図 2 参照）。一方、車両側 コイルュニ ッ 卜1 8 は、例えば車体底部 （

例えば、シャーシ）に取 り付けられる。

[0032] 給電装置側制御部 1 6 は受電装置側制御部 2 4 と無線通信 を行い、受電装

置側制御部 2 4 は、検知 したバ ッテ リ一 2 2 の残電圧に応 じて電力指令値 を

決定 し、決定 した電力指令値 を給電装置側制御部 1 6 に送信する。給電装置

側制御部 1 6 は、地上側 コイルユニ ッ ト1 2 で検知 した給電電力 と、受信 し

た電力指令値 とを比較 し、電力指令値が得 られるようにインバータ部 1 0 を

駆動する。



[0033] 給電中、受電装置側制御部 2 4 は受電電力を検知 し、バッテ リー 2 2 に過

電流や過電圧がかからないように、給電装置側制御部 1 6 への電力指令値を

変更する。

[0034] 図 2 および図 3 に示されるように、給電装置 2 から受電装置 4 に給電する

に際 し、車両側コイルユニット1 8 は、車体 （車両）を適宜移動させること

で地上側コイルュニッ卜1 2 に対向 して配置され、給電装置側制御部 1 6 が

インバ一タ部 1 0 を駆動制御することで、地上側コイルュニッ卜1 2 と車両

側コイルユニット1 8 との間に高周波の電磁場が形成される。受電装置 4 は

、高周波の電磁場より電力を取り出し、取り出した電力でバッテ リー 2 2 を

充電する。

[0035] 図 4 は、本実施の形態 1 の非接触充電装置の地上側コイルュニッ卜1 2 と

車両側コイルユニット1 8 の断面図である。図4 ( a ) に示すように、地上

側コイルュニッ卜1 2 は、地上側に固定されたべ一ス3 と、ベース3 上

に配置された給電コイル 3 と、給電コイル 3 2 を覆う筐体であるカバ一 3

3 とを備えている。

[0036] 車両側コイルユニット1 8 は、車体に固定されたべ一ス3 4 と、ベース3

4 上に配置された受電コイル 3 5 と、受電コイル 3 5 を覆う筐体であるカバ

— 3 6 とを備えている。さらに、受電コイル 3 5 およびそれを覆うカバ一 3

6 が、他の物体と衝突 して破損することが無いように、受電コイル 3 5 およ

びカバ一 3 6 の側方周囲には、剛体である金属により形成された金属フレー

厶 3 7 が、車両側コイルユニット1 8 に備えられている。なお、このような

金属フレーム 3 7 は車体底部に固定されてカバ一 3 6 よりも高い剛性を有 し

ており、受電コイル 3 5 およびカバ一 3 6 の少なくとも側面に他の物体が衝

突することを防止する役割を担っている。なお、カバ一 3 3 、 3 6 は、磁界

の影響を受けないように樹脂材料などにより形成される。

[0037] また、給電コイル 3 2 は、 リッツワイヤ 4 1 をスパイラル状に複数回巻き

回することにより形成されており、同様に受電コイル 3 5 は、 リッツワイヤ

4 2 をスパイラル状に複数回巻き回することにより形成されており、それぞ



れのコイル 3 2 、 3 5 は円環形状 を有 している。

[0038] ここで、それぞれのコイルを形成する リッツワイヤ 4 1、 4 2 の断面図と

して、両者 を代表 して リッツワイヤ 4 1 の断面図を図 5 に示す。図 5 に示す

ように、 リッツワイヤ 4 1 は、複数の素線 4 3 が束ね られて形成 されてお り

、概ね円形状断面を有 している。なお、 リッツワイヤ 4 1 とリッツワイヤ 4

2 とは、実質的に同様な断面構造を有 している。

[0039] このような断面形状 を有する リッツワイヤ 4 1、 4 2 を、例えば同 じタ一

ン数 （巻 き回数）にて、 コイルの対向面内にて巻 き回することで給電コイル

3 2 および受電コイル 3 5 が形成 されている。なお、本実施の形態 1 では、

円環形状 を有する受電コイル 3 5 の外径 （外形）および内径は、給電コイル

3 2 の外径および内径 と略同 じ大 きさに形成 されている。

[0040] このように受電コイル 3 5 の外径 を給電コイル 3 2 の外径 と略同 じ大 きさ

とすることで、 コイル間の位置ずれが生 じていない状態にて、給電コイル 3

2 か ら発生する磁束 と受電コイル 3 5 とが広範囲にわたって効果的に鎖交さ

せることが可能 とな り、良好な給電効率 を得 ることができる。

[0041 ] —方、受電コイル 3 5 は車両に搭載 され、給電コイル 3 2 は地上に配置さ

れているため、 コイルの対向面沿いの方向 （すなわち、本実施の形態 1 では

、地平面沿いの方向）において、両 コイルの間に位置ずれが生 じる場合があ

る。 このようにコイル間に位置ずれが生 じた場合であつても給電コイル 3 2

か ら発生する磁束 と受電コイル 3 5 とが広範囲にわたって効果的に鎖交させ

て充電を行 うことができる範囲を充電可能範囲 （位置ずれ許容範囲） R と し

て、非接触充電装置において充電可能範囲 R が予め設定されている。なお、

本実施の形態 1 では、 コイルの対向面沿いの方向を第 1 方向 D 1 と し、対向

面に直交する方向を第 2 方向 D 2 と している。

[0042] このような位置ずれ許容範囲 R を図 6 に示す。図 6 に示すように、充電可

能範囲 R は、平面視では大略円形状の領域 となる。なお、充電可能範囲 R は

、 リッツワイヤ 4 1、 4 2 の仕様、要求される給電効率、給電コイル 3 2 お

よび受電コイル 3 5 の外径などに基づいて適切な範囲に設定される。



[0043] また、受電コイル 3 5 と給電コイル 3 2 とが相対的に傾斜 して配置される

ような場合にあっては、給電コイル 3 2 に対 して投影される受電コイル 3 5

の投影面積に基づいて、位置ずれが充電可能範囲R内にあるかどうかを判断

することができる。 したがって、要求される給電効率や傾斜角度などに基づ

いて、充電可能範囲Rを設定することが好ましい。

[0044] 図 4 ( a ) に示すように、車両側コイルユニット1 8 において、金属フレ

—厶 3 7 の側部 3 7 a は、受電コイル 3 5 より離間 して配置されている。第

方向D において、給電コイル 3 と受電コイル 3 5 との間に位置ずれが

生 じ、その位置ずれが充電可能範囲Rの限度と同 じ大きさの位置ずれである

ような状態を図4 ( b ) に示す。図4 ( b ) に示すように、給電コイル 3 2

の最外周に位置するリッツワイヤ4 1 から受電コイル 3 5 の最外周に位置す

るリッツワイヤ4 2 までの最短距離 L が、給電コイル 3 2 の最外周に位置

するリッッワイヤ 4 から金属フ レーム 3 7 の側部 3 7 a までの最短距離 L

2 よりも短 くなるように、金属フ レーム 3 7 の側部 3 7 a が受電コイル 3 5

から離間 して配置されている。

[0045] このように金属フレーム 3 7 の側部 3 7 a が受電コイル 3 5 より離間 して

配置されることにより、給電コイル 3 と受電コイル 3 5 との間に生 じた第

1方向D 1 の位置ずれが充電可能範囲R内であれば、金属フレーム 3 7 が給

電コイル 3 2 から発生する磁界と結合 して誘導加熱されることを防止するこ

とができる。 したがって、位置ずれが充電可能範囲R内であるかどうかを管

理することにより、金属フレーム 3 7 の予期 しない加熱を防止でき、非接触

充電装置の安全性をさらに高めることができる。また、金属フレーム 3 7 が

磁界と結合することを抑制することで、充電動作における給電効率を高める

ことができる。

[0046] (実施の形態 2 )

なお、本発明は上述の実施の形態に限定されるものではなく、その他種々

の態様で実施できる。例えば、本発明の実施の形態 2 にかかる非接触充電装

置の構成を図 7 に示す。なお、本実施の形態 2 の非接触充電装置において、



実施の形態 1 の非接触充電装置 と同 じ構成 には同 じ参照番号を付 してその説

明を省略する。

[0047] 図 7 ( a ) に示すように、本実施の形態 2 の非接触充電装置では、給電コ

ィル 3 2 に対する受電コイル 3 5 の第 1 方向 D 1 における相対的な位置を検

出する位置検出手段 5 0 がさらに備え られている点において、実施の形態 1

と相違する。

[0048] 本実施の形態 2 の非接触充電装置では、地上側 コイルュニ ッ 卜1 2 に備え

られた複数の位置検出センサ 5 と、車両側 コイルュニ ッ 卜1 8 に備え られ

た複数の位置検出センサ 5 2 とにより位置検出手段 5 0 が構成 されている。

地上側 コイルュニ ッ 卜1 2 側の位置検出センサ 5 は、給電コイル 3 2 の側

方周囲にて等間隔にて配置されてお り、同様 に、車両側 コイルユニ ッ ト1 8

側の位置検出センサ 5 2 は、受電コイル 3 5 の側方周囲にて等間隔にて配置

されている。 また、給電コイル 3 2 と受電コイル 3 5 とが位置ずれ無 しに位

置決めされた状態にて、地上側 コイルユニ ッ ト1 2 側のそれぞれの位置検出

センサ 5 と、車両側 コイルュニ ッ 卜1 8 側のそれぞれの位置検出センサ 5

2 とが、第 2 方向 D 2 において互いに対向するように、それぞれのセンサの

配置が設定されている。

[0049] 地上側 コイルュニ ッ 卜1 2 側の位置検出センサ 5 と、車両側 コイルュニ

ッ 卜1 8 側の位置検出センサ 5 2 との間で、通信 （例えば、無線）などのセ

ンシング動作を行い、地上側 コイルユニ ッ ト1 2 または車両側 コイルュニ ッ

卜1 8 の制御部 1 6 、 2 4 な どにその結果を出力することで、制御部 1 6 ま

たは 2 4 にて、給電コイル 3 と受電コイル 3 5 との相対的な位置ずれ量を

検出することができる。

[0050] また、制御部 1 6 または 2 4 では予め充電可能範囲 R の情報が保持されて

お り、位置検出手段 5 0 により検出された位置ずれ量が充電可能範囲 R 内で

あるかどうかの判断を行 うことが可能 となっている。

[0051 ] また、 このような位置検出センサ 5 1、 5 2 には、上述 したセンシング動

作を行 うためのアンテナなどの金属製部品が内蔵されている。本実施の形態



2 では、車両側コイルユニット1 8 において、金属フレーム 3 7 に加えて、

このような金属製部品が内蔵された位置検出センサ 5 2 についても、充電動

作中に誘導加熱により加熱されることを防止 している。

[0052] 具体的には、第 1方向D 1 において、給電コイル 3 2 と受電コイル 3 5 と

の間に生 じた位置ずれが充電可能範囲Rの限度と同 じ大きさの位置ずれであ

るような状態を図 7 ( b ) に示す。図 7 ( b ) に示すように、給電コイル 3

2 の最外周に位置するリッツワイヤ4 1 から受電コイル 3 5 の最外周に位置

するリッッワイヤ4 2 までの最短距離 L が、給電コイル 3 2 の最外周に位

置するリッッワイヤ4 から位置検出センサ 5 までの最短距離 L 3 よりも

短 くなるように、位置検出センサ 5 2 が受電コイル 3 5 から離間 して配置さ

れている。なお、金属フレーム 3 7 の側部 3 7 a が受電コイル 3 5 から離間

している点については、上述の実施の形態 1 と同様である。

[0053] このように車両側コイルユニット1 8 において、さらに、位置検出センサ

5 2 が受電コイル 3 5 より離間 して配置されることにより、給電コイル 3 2

と受電コイル 3 5 との間に生 じた第 1方向D の位置ずれが充電可能範囲R

内であれば、位置検出センサ 5 2 が給電コイル 3 2 から発生する磁界と結合

して誘導加熱されることを防止することができる。 したがって、位置ずれが

充電可能範囲R内であるかどうかを管理することにより、金属フレーム 3 7

や位置検出センサ 5 2 の予期 しない加熱を防止でき、非接触充電装置の安全

性をさらに高めることができる。

[0054] また、図 7 ( b ) に示すように、給電コイル 2 の最外周に位置するリッツ

ワイヤ4 から受電コイル 3 5 の最外周に位置するリッッワイヤ4 までの

最短距離 し1 よりも、給電コイル 3 2 の最外周に位置するリッッワイヤ4

から地上側コイルュニッ卜1 2 の位置検出センサ 5 までの最短距離が長 く

なるように、位置検出センサ 5 が給電コイル 3 2 から離間 して配置されて

いることがより好ましい。

[0055] なお、上述 したような金属フレーム 3 7 や位置検出センサ 5 1、 5 2 の配

置を実現することが困難な場合には、例えば、それぞれの部材を透磁率の優



れた金属材料 （例えば、 フェライ 卜系材料）により形成 して磁気の影響を低

減 し、誘導加熱されないようにすることも可能である。

[0056] ここで、給電コイル 3 2 と受電コイル 3 5 との間の位置ずれが充電可能範

囲 R 内に入っているかどうかを検出 した上で充電動作を行 う手順 （すなわち

、充電開始動作）について、図 8 のフローチヤ一 卜を用いて説明する。

[0057] まず、図 8 のフローチヤ一 卜のステ ップS 1 において、電気推進車両を移

動操作することにより、給電コイル 3 2 に対する受電コイル 3 6 の相対的な

位置決めを行 う。

[0058] 次 に、ステ ップS 2 において、位置検出センサ 5 1 、 5 2 を用いて、両コ

ィル間の位置ずれ量の検出を行 う。検出された位置ずれ量の情報は、制御部

6 または 2 4 に入力される。

[0059] 制御部 1 6 または 2 4 では、予め充電可能範囲 R の情報がメモ リ部などに

保持されており、入力された位置ずれ量 と充電可能範囲 R とを比較する （ス

テ ツプS 3 ) 。 その結果、位置ずれ量が充電可能範囲 R を超過 していると判

断された場合には、警報を出力するなど、車両の操作者に対 して位置ずれ量

が充電可能範囲 R を超過 しているため、充電動作を開始できないことを知 ら

せる （ステ ップS 5 ) 。 この警報を受けた操作者は車両の位置決めを再度実

施 して、位置ずれ量が充電可能範囲 R 内であると判断されるまで、ステ ップ

S 、 S 2 の動作を実施する。

[0060] —方、ステ ップS 3 において、検出された位置ずれ量が充電可能範囲 R 内

に入っていることが確認されると、制御部 1 6 または 2 4 より充電動作の開

始指令が出力されて、給電コイル 3 2 か ら受電コイル 3 5 への電力給電が行

われる （ステ ップS 4 ) 。

[0061 ] 本実施の形態 2 によれば、給電コイル 3 2 と受電コイル 3 5 との間の位置

ずれ量が充電可能範囲 R 内に入っていることを確認 した上で充電動作を行い

、位置ずれ量が充電可能範囲 R を超えているような場合には、警報を出力 し

て充電動作を開始 しないように制御 している。 これにより、金属フレーム 3

7 の側部 3 7 a や位置検出センサ 5 2 などが誘導加熱されることを防止でき



る。 したがって、非接触充電装置において、安全性を向上させることができ

る。また、このような誘導加熱を抑制することにより、給電コイル 3 2 から

受電コイル 3 5 への給電効率 （充電効率）を高めることも可能となる。

[0062] なお、上述の説明では、給電コイル 3 2 および受電コイル 3 5 の外形が円

形状である場合を例として説明 したが、多角形状の外形を有するような場合

であっても良い。

[0063] また、大略環状の給電コイル 3 2 と受電コイル 3 5 において、外形および

内径がほぼ同 じような場合を例として説明 したが、両コイル 3 2 、 3 5 のサ

ィズが異なるような場合であつても良い。

[0064] また、上述の実施の形態では、非接触充電装置が電気推進車両に搭載され

る場合を例として説明 したが、非接触充電装置が電気推進車両の他、船舶、

航空機、ロボッ卜など電力により移動する移動体に搭載されているような場

合であれば、本発明を適用できる。

[0065] なお、上記様々な実施形態のうちの任意の実施形態を適宜組み合わせるこ

とにより、それぞれの有する効果を奏するようにすることができる。

[0066] 本発明は、添付図面を参照 しながら好ましい実施の形態に関連 して充分に

記載されているが、この技術の熟練 した人々にとつては種々の変形や修正は

明白である。そのような変形や修正は、添付 した請求の範囲による本発明の

範囲から外れない限りにおいて、その中に含まれると理解されるべきである

[0067] 2 0 1 1 年 1 2 月 2 7 日に出願された日本国特許出願 N o . 2 0 - 2

8 6 5 0 8 号の明細書、図面、及び特許請求の範囲の開示内容は、全体とし

て参照されて本明細書の中に取り入れられるものである。

産業上の利用可能性

[0068] 本発明によれば、給電装置と、移動体に搭載された受電装置とを備える非

接触充電装置において、受電装置に備えられる金属フレームなどの金属部品

が誘導加熱されることを防止 しながら充電動作を行うことができるため、電

気推進車両の他、船舶、航空機、ロボットなど電力により移動する移動体の



充電に用い られる非接触電力伝送 に適用で きる。

符号の説明

2 ホロ 衣 直

4 受電装置

6 商用電源

8 次側整流回路

1 0 ィ ンバ 一 タ部

1 2 地 上 側 コイル ュ ニ ッ

1 6 制御部

1 7 電力制御装置

1 8 車両側 コイル ュ ニ ッ

2 0 2 次側整流回路

2 2 パ ッ テ リ一

2 4 制御部

3 1 ベ 一 ス

3 2 給電 コ イル

3 3 カバ 一

3 4 ベ 一 ス

3 5 受電 コイル

3 6 カバ 一

3 7 金属 フ レー ム

3 7 a 側部

4 1 リッツ ワ イヤ

4 2 リッツ ワイ ヤ

4 3 水

5 0 位置検 出手段

5 1 位置検 出セ ンサ

5 2 位置検 出セ ンサ



R 位置ずれ許容範囲

1 ~ L 3 最短距離



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 入力された交流電流 によ り磁束 を発生する給電 コイル を有する給電

装置 と、移動体 に搭載 された受電 コイル を有する受電装置 と、 を備 え

、前記給電 コイル と該給電 コイル に対向 して位置決めされた状態の前

記受電 コイル との間の電磁誘導 によって電力を供給する非接触充電装

置であ って、

前記受電装置は、前記受電 コイルの側方周囲に配置 され、前記移動

体 に固定された金属 フ レームを有 し、

コイルの対向面沿いの方向における前記給電 コイル と前記受電 コィ

ル との間の位置ずれ量が充電可能範囲内にある状態 にて、前記給電 コ

ィルの最外周 ヮィャか ら前記受電 コィルの最外周 ワイヤまでの最短距

離が、前記給電 コイルの前記最外周 ワイヤか ら前記金属 フ レームまで

の最短距離 よ りも短 くなるように、前記金属 フ レームが前記受電 コィ

ル よ り離間 して配置 されている、非接触充電装置。

[ 請求項 2 ] 前記受電装置は、前記受電 コイル の側方周囲にて前記金属 フ レー ム

との間に配置 され、前記給電装置 に対する前記受電装置の相対的な位

置 を検 出する位置検 出セ ンサをさ らに有 し、

前記位置ずれ量が充電可能範囲内にある状態 にて、前記給電 コイル

の最外周 ヮィャか ら前記受電 コィルの最外周 ワイヤまでの最短距離が

、前記給電 コィルの前記最外周 ワイヤか ら前記位置検 出セ ンサ までの

最短距離 よ りも短 くなるように、前記位置検 出セ ンサが前記受電 コィ

ル よ り離間 して配置 されている、請求項 1 に記載の非接触充電装置。

[ 請求項 3 ] 入力された交流電流 によ り磁束 を発生する給電 コイル を有する給電

装置 と、移動体 に搭載 された受電 コイル を有する受電装置 と、 を備 え

、前記給電 コイル と該給電 コイル に対向 して位置決めされた状態の前

記受電 コイル との間の電磁誘導 によって電力を供給する非接触充電装

置であ って、

前記受電装置は、



前記受電 コイルの側方周囲に配置 され、前記移動体 に固定され

た金属 フ レーム と、

前記給電装置 に対する前記受電装置の相対的な位置 を検 出する

位置検 出セ ンサ とを備 え、

前記給電 コィルか ら前記受電 コィルへの電力供給 による充電動作 を

制御する制御装置 を備 え、

前記制御装置は、

前記給電 コイルの最外周 ワイヤか ら前記受電 コイルの最外周 ヮ

ィャまでの最短距離が、前記給電 コィルの前記最外周 ワイヤか ら前記

金属 フ レ一厶までの最短距離 よ りも短 くなるようなコイルの対向面沿

いの方向における前記給電 コイル と前記受電 コイル との間の位置ずれ

量 を充電可能範囲の情報 と して有 し、

前記位置検 出セ ンサによ り検 出された位置ずれ量 を前記充電可

能範囲の情報 と比較 して、前記位置ずれ量が前記充電可能範囲を超 え

ていると判断 した場合 に、電力給電を開始 しないように充電動作 を制

御する、非接触充電装置。

[ 請求項 4 ] 前記位置検 出セ ンサは、前記受電 コイルの側方周囲にて前記金属 フ

レーム との間に配置 され、

前記制御装置は、

前記充電可能範囲の情報 と して、前記給電 コイルの最外周 ワイ

ャか ら前記受電 コイルの最外周 ワイヤまでの最短距離が、前記給電 コ

ィルの前記最外周 ヮィャか ら前記位置検 出セ ンサ までの最短距離 よ り

も短 くなるようなコィルの対向面沿いの方向における前記給電 コイル

と前記受電 コイル との間の位置ずれ量の情報 を有 し、

前記位置検 出セ ンサによ り検 出された位置ずれ量 を前記充電可

能範囲の情報 と比較 して、前記位置ずれ量が前記充電可能範囲を超 え

ていると判断 した場合 に、電力給電を開始 しないように充電動作 を制

御する、請求項 3 に記載の非接触充電装置。
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